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中学校での特別支援教育への取り組みの推移について
－Ｐ市における追跡調査をもとに－
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Inthisstudy,weinvestigatedthechangeofinvolvementofspecialsupporteducationinjuniorhighschoolsin

Pcityin2009Theresultofthisinvestigationwerecomparedwiththeresultofｓａｍｅａｒｅａｉｎ２００５ａｎｄ２００７・

UnderstandingsituationofschoolCommitteefOrspecialsupporteducationimprovedinalltypeofsubjects
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understandingsituationofregularclassteacherwerelowerthantheotherslnadditionhalfofschoolsanswered
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significantThisresultwashopefUlltosolvethedifficultsituationsofspecialsupporteducationfacingjunior

highschools．
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会の開催回数（４月～９月)」は３回以上開催されてい

る小学校が593％，中学校が47.3％，「特別支援教育

コーディネーターの連絡調整等の実施」は小学校が

86.3％，中学校が78.4％と，小学校に比べると中学

校では支援体制が十分に整備されているとは言えない

状況にある．

これまでにも私たちの研究グループは,2005年には

泥谷が,2007年には垂水がＰ市内の中学校における意

識調査を継続して行ってきている．泥谷（2006）は，

小学校に比べ中学校では特別支援教育に関する意識・

知識が低く，教員間の共通理解もうまく図られていな

かったことを報告し，垂水（2008）は，中学校では

特別支援学級及び通級による指導担当者，特別支援教

育コーディネーター，養護教諭は小学校とほぼ同程度

の知識・理解を獲得してきている一方で，通常学級担

任においては，小学校に比べると極めて低く，約２年

間の遅れがあることを報告している．

1．問題と目的

平成18年６月の学校教育法一部改正により，旧学校

教育法第75条には「小学校，中学校，高等学校，中

等教育学校及び幼稚園においては，教育上特別の支援

を必要とする児童，生徒及び幼児に対し，障害による

学習上又は生活上の困難を克服するための教育を行

う」（現学校教育法第８１条）の項目が加えられ，平成

19年４月から「特別支援教育」が本格的に実施となっ

た．これに伴って，小・中学校では特別支援教育の推

進体制の整備が行われた文部科学省の平成20年度

特別支援教育体制整備状況調査によると，「校内委員

会の設置」は小学校99.0％，中学校94.7％，「特別支

援教育コーディネーターの指名」は小学校99.2％，

中学校94.3％であり，基礎的な支援体制はほぼ整備さ

れていると言われている．しかしながら「校内委員
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本研究は，泥谷（2006)，垂水（2008）の追跡研究

として位置づけられている．Ｐ市内の全中学校の通常

学級担任，特別支援学級及び通級による指導担当者，

特別支援教育コーディネーター，養護教諭を対象に

｢特別支援教育」についての実態及び意識調査を行い，

2005年．2007年の調査結果との比較を行うことで，Ｐ

市内の中学校の特別支援教育支援体制の現状を明らか

にすることを目的とした．

3．結果

Ｐ市内の全中学校38校中３２校からの回答があり，

全体の回収率は約84％であった．職種別の回収率は

通常学級担任が約７８％（228名中１７８名)．特別支援

学級及び通級による指導担当者が約58％（７６名中４４

名)，特別支援教育コーディネーターが約84％（３８名

中３２名)，養護教諭が約８１％（３８名中３１名）であっ

た．

2．方法

1）特別支援学校教諭免許状の有無について

通常学級担任，特別支援学級及び通級による指導担

当者，特別支援教育コーディネーターに対して，特別

支援学校教諭免許状を保有しているか尋ねた結果を

Fig.１に示した．

通常学級担任においては2005年，2007年，2009年

の１１頂にそれぞれ169名中５名（3.1％)，183名中５

名（2.7％)，１７８名中５名（２８％）という結果であっ

た．特別支援学級及び通級による指導担当者において

は2005年，2007年，2009年の)'１頁にそれぞれ33名

中７名（21.2％)，４２名中１３名（310％)，４４名中１５

名（３４１％）であった．特別支援教育コーディネー

ターにおいては2005年，2007年，2009年のⅡ頂に，そ

れぞれ３２名中５名（9.4％)，３３名中７名（21.2％)，

３２名中６名（１８８％）であった

職種毎における，各調査年度間のｘ２検定の結果，

全ての項目において有意差は見られなかった

2005年から２年ごとに３回にわたって調査を行って

きたが，特別支援学校教諭免許状の保有状況に関して

はあまり変化は見られなかった

1）対象

Ｐ市内における全中学校38校の通常学級担任（各学

年２名，計6名)，特別支援学級及び通級による指導担

当者（各校１名ずつ)，特別支援教育コーディネー

ター(各校１名)，養護教諭（各校１名）を対象にアン

ケート調査を実施した．

2）調査手続き

Ｐ市の教育委員会の許可を得たのちに各校長宛て

にアンケートを配布し，記入後にアンケートと資料を

郵送してもらうこととした調査の期間は2009年１０

月上旬から１０月下旬とした．

3）調査内容

アンケートは，垂水の先行調査で用いたアンケート

用紙をもとに作成した．質問紙は，通常学級担任，特

別支援学級及び通級による指導担当者，特別支援教育

コーディネーター，養護教諭の４種類を用意した質

問項目は，大きく分けて以下の４つのカテゴリーから

構成されている．

①回答者及び回答者の学級，学校について

②特別支援教育についての知識・理解について

③支援体制について

④特別支援教育を進めていく上での今後の課題

2）校内委員会の理解について

通常学級担任，特別支援学級及び通級による指導担

当者，養護教諭への質問である「特別支援教育の推進

において校内委員会が重要であると言われていますが

この“校内委員会,，についてどの程度ご存知ですか」

について「具体的に説明することができる」「名前は

聞いたことがある｣，「初めて聞いた｣，「その他」の４

件法（養護教諭のみ「そのメンバーである」という項

目も含めて５件法）で回答を求めたその結果のうち

｢具体的に説明することができる」という回答（養護

教諭のみ「そのメンバーである」という回答も含む）

をFig.２に示した．

通常学級担任においては2005年，2007年，2009年

の順にそれぞれ169名中３４名（２０１％)，１８３名中

72名（39.3％),178名中94名（５２８％）であった特

別支援学級及び通級による指導担当者においては

4）分析方法

本論文では，①回答者及び回答者の学級，学校につ

いてのカテゴリーのうち，回答者の特別支援学校教諭

免許状の保有の有無について，②特別支援教育につい

ての知識・理解に関するカテゴリーのうち，校内委員

会の理解について，③支援体制に関するカテゴリーの

うち，校内委員会の開催頻度，構成メンバー，学校評

価の実施の有無，学校評価内の特別支援教育に関する

項目の有無について2005年から２年ごとに行われた

計３回の調査結果の推移を，年度間・職種間・項目間

などに分けて，ｘ２検定を用いて比較検討を行った
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Fig.３校内委員会の開催頻度
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2005年，2007年，2009年のⅡ頂に，それぞれ３３名中

25名（72.7％)，４２名中37名（881％)，４４名中４１

名（93.2％）であった．養護教諭においては2007年，

2009年の順にそれぞれ３２名中２７名（８４４％)，３１

名中３１名（100％）であった

年度毎に，それぞれの職種間でｘ２検定を行った結

果は以下の通りであった2005年においては通常学級

担任と特別支援学級及び通級による指導担当者の問に

有意差が見られた（Ｘ２（１）＝413358,ｐ＜０１)．

2007年においては通常学級担任と特別支援学級及び

通級による指導担当者（Ｘ２(1)＝32.506Ｌｐ＜０１)，

通常学級担任と養護教諭（Ｘ２（１）＝22.2313,ｐ＜、

01）の間に有意差が見られた2009年においては通常

学級担任と特別支援学級及び通級による指導担当者

(Ｘ２(1)＝24.1296,ｐ＜０１)，通常学級担任と養護

教諭（Ｘ２(1)＝244600,ｐ＜０１）の間に有意差が
見られた．

職種毎における各調査年度間のｘ２検定の結果，通

常学級担任においては2005年と2007年（Ｘ２（１）＝

15.4317,ｐ＜０１)，2007年と2009年（Ｘ２（１）＝

6.586Ｌｐ＜０５)，2005年と2009年（Ｘ２（１）＝39

7951,ｐ＜０１）の間に有意差が見られた特別支援
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Fig.４校内委員会の構成メンバー

4）校内委員会の構成メンバー

特別支援教育コーディネーターの校内委員会の構成

メンバーに関する質問の結果は，教職員全員で行って

いる学校が2005年は24校中１校（4.2％),2007年は

31校中１校（3.2％)，2009年は30校中１校（３３％）

であった．

校内委員会を－部の教師で行っていると回答した学

校には，その構成メンバーについて「校長，教頭，学

年主任，該当生徒が在籍する学級担任，特別支援学級

等担任，特別支援教育コーディネーター，養護教諭，

参加希望の教師その他」の中から該当するものを選

択してもらった（複数回答可)．その結果をFig.4に示

した．

2005年においては23校中「校長」が21校

(9Ｌ３％)，「教頭」が21校（913％)，「学年主任」が

１５校（65.2％)，「該当生徒が在籍する学級担任」が

１０校（43.5％)，「特別支援学級等担任」が13校

(56.5％)，「特別支援教育コーディネーター」が22校

(95.7％)，「養護教諭」が18校（783％)，「参加希望

の教師」が2校（8.7％)，「その他」が10校（435％)，

｢不明」が０校（0％）であった2007年においては

30校中「校長」が27校（90.0％)，「教頭」が30校

(100％)，「学年主任」が14校（46.7％)，「該当生徒

が在籍する学級担任」が17校（56.7％)，「特別支援

学級等担任」が１６校（53.3％)，「特別支援教育コー

ディネーター」が28校（933％)，「養護教諭」が２４

校（８００％)，「参加希望の教師」が１校（３３％)，

｢その他」が１１校（36.7％)，「不明」が０校で（0％）

あった2009年においては29校中「校長」が23校

(793％)，「教頭」が28校（96.6％)，「学年主任」が

学級及び通級による指導担当者においては2005年と

2009年の問に有意差が見られた（Ｘ２（１）＝46755,

ｐ＜０５)．養護教諭においては2007年と2009年の問

に有意差が見られた（Ｘ２（１）＝５２６１３，Ｐ＜０５)．

年度間においては，どの職種にも向上が見られ，校

内委員会の理解が深まってきたことがうかがえる．し

かしながら，特別支援学級及び通級による指導担当者

や養護教諭と比較すると，通常学級担任の理解はまだ

まだ低いことが明らかとなった．

3）校内委員会の開催頻度について

特別支援教育コーディネーターに対して行われた校

内委員会の開催頻度についての質問では，「月に２回

程度｣，「月に１回程度」「学期に１回程度｣，「その他」

の４つの項目を用いて回答が求められたその結果を

Fig.３に示した．

2005年においては「月に２回程度｣，「月に１回程

度｣，「学期に１回程度｣，「その他｣，「不明」の順で２４

名中０名（0％)，７名（292％)，１３名（５４２％)，２

名（８３％),２名（8.3％）であった2007年において

は,３１名中１名（３２％)，１３名（4Ｌ９％)，１１名（35.

5％)，６名（1Ｍ％)，0名（0％）であった2009年

においては，３０名中３名（１００％)，９名（３００％)，

１１名（36.7％)，６名（２００％)，１名（３３％）であっ

た．

項目ごとに各調査年度間でｘ２検定を行った結果，

全ての項目において有意差は見られなかった．

校内委員会の開催頻度においては，３回の調査では

どの項目においても変化は見られなかった．
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１６校（55.2％)，「該当生徒が在籍する学級担任」が

１２校（41.4％)，「特別支援学級等担任」が１７校

(58.6％)，「特別支援教育コーディネーター」が28校

(96.6％)，「養護教諭」が24校（82.8％)，「参加希望

の教師」が3校（１０３％)，「その他」が8校（276％)，

｢不明」が１校（3.4％）であった

年度ごとにおける各項目間のｘ２検定の結果，教頭

において2005年と2007年の問にのみ有意傾向が見ら

れた（ｘｚ（１）＝２７１１０，ｐ＜」)．

校内委員会の構成メンバーにおいては，教頭におい

てのみ有意傾向が見られた．Ｐ市内の中学校の校内委

員会では，校長，教頭，特別支援教育コーディネー

ター，養護教諭の参加率が高いことがうかがえる．

100％

80.0％

80％

60％
４６．７％

ｉｌｌ「
2007年2009年

Fig.６特別支援教育に関する項目の有無

そのうち「ある」という回答についてFig.６に示した．

学校評価の項目の中に『特別支援教育』に関する項

目があると回答した学校は2007年が30名中１４名

(467％)，2009年が25名中20名（８００％）であった

Ｘ２検定の結果2007年と2009年の問に有意差が見

られた（Ｘ２（１）＝6.4192,ｐ＜０５)．

2007年から2009年までの問に，多くの学校で学校

評価の中に特別支援教育に関する項目が盛り込まれた

ことが明らかとなった．

5）学校評価の実施の有無

特別支援教育コーディネーターに対して行われた

｢2006(平成18）年３月に文部科学省が『義務教育諸学

校における学校評価ガイドライン』を発表しましたが，

学校評価は行われていますか」の質問では，「行われ

ている」「行われていない」の２つの項目を用いての

回答が求められた．そのうち「行われている」という

回答についてFig.５に示したなお，本項目は2007年

のアンケート調査の際に新設きれた項目である．

4．考察
100％ 90.9％

78.1％
1）特別支援学校教諭免許状の有無について

2005年から行われた３回の調査の結果，特別支援学

校教諭免許状の保有状況に関しては，あまり変化は見

られなかった文部科学省が平成20年４月に発表した

｢特別支援教育資料（平成１９年度)」の『特別支援学

級担当教員の特別支援学校教諭等免許状保有率』では，

中学校は28.6％であった同年のＰ市内中学校の特別

支援学級及び通級による指導担当者の特別支援学校教

諭等免許状の保有率は３Ｌ0％であり，全校平均とあ

まり差は見られなかった．しかしながら，この結果は

決して高い保有率とは言えない文部科学省は，平成

１７年の「特別支援教育を推進するための制度のあり

方について（答申)」で，「特殊教育等の担当教員につ

いては，特別支援教育に関する現職研修を一層充実し

特別支援学校教諭免許状（仮称）の取得を促進するこ

とが重要である」と述べている．また，同答申では

｢特別支援学校教諭免許状（仮称）は，特別な指導を

担当する教員の専門性向上にも資するものとして位置

づけることが適当である」とも述べられている．今後，

特別支援学級及び通級による指導担当者の特別支援学

校教諭免許状取得の促進が，特別支援教育の推進を図

るための一つの方法として提案できると考えられる．

8096

60％

40％

20％

096

2007年2009年

Fig.５学校評価の実施の有無

学校評価が行われていると回答した教師は2007年

が３３名中３０名（９０９％)，2009年が３２名中25名

(７８１％）であった

Ｘ２検定の結果，2007年と2009年の間には有意差

は見られなかった．

学校評価の実施の有無においては，2007年からの２

年間では，変化がないことがうかがえる．

6）特別支援教育に関する項目の有無

５）学校評価の実施の有無において「行っている」

と回答した教師に「学校評価の項目の中に「特別支援

教育』に関する項目はありますか」について尋ねた．

回答は「ある｣，「ない」の２つの項目で求められた
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Fig.８校内委員会の開催頻度の平均

月に２回

2）校内委員会の理解と構成メンバーについて

Fig.２より校内委員会の理解については2005年，

2007年,2009年全てにおいて通常学級担任が有意に低

いことが明らかとなったしかしながら2005年から

2007年，2007年から2009年にかけてそれぞれに有意

に向上が見られ，2005年から2009年では３２．７％も理

解が向上している結果となった特別支援学級及び通

級による指導担当者においては2005年から2007年，

2007年から2009年のそれぞれでは有意差は見られな

いものの，2005年から2009年までの４年間では５％

水準で有意に向上が見られた養護教諭においては

2007年から2009年にかけて５％水準で向上が見られ，

2009年には理解が１００％に達すという結果となった

校内委員会の構成メンバーの推移について分析を

行った結果，教頭において2005年から2007年の間に

lo％水準の有意傾向が見られたものの有意差は見ら

れなかった．そこで３回にわたる調査の結果の平均を

職種ごとに求めたものを，Fig7に示した．Ｐ市の中学
校の校内委員会の構成メンバーは教頭が最も多く，つ

いで特別支援教育コーディネーター，校長，養護教諭，

特別支援学級及び通級による指導担当者，学年主任と

いう順番になっていた

校内委員会の理解で2009年において養護教諭が

１００％の理解を示したのは，養護教諭の80.4％が校内

委員会の構成メンバーであることが－つの要因として

考えられる．また学年主任の参加率は55.7％，該当

生徒の学級担任は472％であり，約半数という結果

であった通常学級担任における校内委員会の理解は，

向上は見られるものの５０％程度にとどまり，特別支

援学級及び通級による指導担当者や養護教諭と有意差

が見られるのは，校内委員会への参加者が少ないこと

が原因になっている可能性がある．文部科学省が平成

１９年４月１日に発表した「特別支援教育の推進につい

て（通知)」の『特別支援教育に関する校内委員会の

設置」では「委員会は，校長，教頭，特別支援教育

コーディネーター，教務主任，生徒指導主事，通級指

導教室担当教員，特別支援学級教員養護教諭，対象

の幼児児童生徒の学級担任，学年主任，その他必要と

思われる者などで構成すること」と述べられている．

一方で，肥後（2005）は，「校内委員会は，特定の役

職の教師に限定するよりも，より多くの教師が参加で

きるように設計することが重要である」と主張してい

る．今後，通常学級担任の校内委員会の理解をより向

上させていくためには学年主任や該当生徒の学級担
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任がもっと校内委員会に参加することが必要になって

くるだろう． 謝辞

3）校内委員会の開催頻度について

校内委員会の開催頻度においては，全ての年で有意

差は見られなかった．開催頻度の平均をＦｉｇ８に示し
たＰ市においては学期に１回程度の学校が最も多く，

ほぼ半数を占めていた文部科学省の平成20年度特

別支援教育体制整備状況調査によると，全国の公立中

学校で１学期に校内委員会を行った回数は０回が

3.7％，１回が２２８％，２回以上が７３．４％となっている．

全国的に見ると，Ｐ市では校内委員会の開催回数はあ

まり多いとはいえない状況にある支援体制の推進を

進めていくためには，今後校内委員会について見直す

必要があると言えよう．

本研究を進めるにあたり，調査の実施のためにご尽

力いただいた熊本大学教育学部附属教育実践総合セン

ターセンター長の木村正治先生をはじめ，実践セン

ターの皆様方，熊本市教育委員会の皆様方，またご多

忙中にもかかわらずアンケート調査にご協力いただい

た各中学校の先生方に心より感謝申し上げます．
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4）学校評価について

学校評価の実施においては2007年から2009年にか

けて有意差はなく，平均して８４５％の学校で行われ

ていたまたその中に特別支援教育に関する項目のあ

る学校が2007年から2009年にかけて有意に増加して

おり,2009年には80％という結果であった．学校評価

の中に特別支援教育に関する項目のある学校が増加し

ているということは，今後その結果に基づいて学校運

営の改善を図ることができるであろう．そのためには

学校評価を行うだけではなくそれを見直すことが重要

になってくるだろう．木岡（2006）は，「これまでの

日本の学校評価は個々の学校にのみ改善責任があるか

のように誤解を生んできたことを指摘し学校評価に

よる改善の成果をアピールするだけでなく，必要な措

置を要求する仕組みとして，この学校評価システムが

機能するように内実を組みあげていくことが必要であ

る」と述ぺている．学校評価は，個々の学校の改善だ

けではなく，国や関係機関の支援システムについても

改善できる可能性を持っている．特別支援教育の推進

を目指すためには，学校評価から改善策を検討しそ

のために必要な措置等を外部に発信していくことが大

切だと考えられる．
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